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学習段階 教師の指示・発問・説明 予想される答え（獲得させる知識） 備　考
〔導入〕
１ ．日本の選挙
の課題の一つ
として若者の
投票率低下が
あることを理
解する。
・ 次の国政選挙であなたが「18
歳」だったら，選挙に行っ
て投票しますか？
・ 日本の国政選挙の投票率っ
てどれくらいだと思います
か？
・ 若者の投票率が低いことの
何が問題なのか？
（例年7割以上の生徒が，「模擬投票」後，
将来投票したいと答えている。）
・ 平成29年10月の第48回衆議院議員
総選挙では53.6%，令和元年７月に
行われた第25回参議院議員通常選挙
では48.8%となっている。特に，10
代や20代の投票率が低い。
・ 一部の人たちの意見で政治の重要な
決定が行われる可能性がある。若者
の政策が反映されなくなる。
※前の単元で「模
擬投票」を行って
いると，教室での
投票率と実際の投
票率との差が顕著
になると考える。
〔展開１〕
２ ．若者の投票
率が低い原因
を考える
・ なぜ若者の投票率は低いの
だろうか？
・ 2016年の総務省の調べでは，「今の
市町村で投票できなかったから」，
「選挙にあまり関心がなかったか
ら」，「投票に行くのが面倒だったら
から」が理由として挙げられている。
・ ある調査では，中高生が若者が選挙
に行かない理由として，「自分が投
票しなくても政治に影響はないと思
うから」が最も高かった。
・ このような状況
を引き起こして
いる要因として
「シルバーデモ
クラシー」を紹
介する
〔展開２〕
３ ．若者の投票
率を上げるた
めにどのよう
な取り組みが
できるか考え
る。
・ 若者の投票率を上げるため
に，どのような解決策が考
えられるだろうか。
・ 現在どのような取組が行わ
れているか調べる。
・ ネット投票やコンビニ投票を解禁す
る。
・ 若い人が立候補しやすいような仕組
みをつくる。
・ 期日前投票所をショッピングモール
に設置するようになった。
・ 「センキョ割」を実施し，投票した人
がサービスを受けられるようになっ
た自治体がある。
第２時
〔展開３〕
４ ．若者の投票
率を上げる方
法の一つとし
て，「被選挙
権年齢の引き
下げ」につい
て考える。
・ フランスで19歳の市長が誕
生したという事例を紹介
し，諸外国では被選挙権が
18歳の国も多いことを紹介
する。
・ 被選挙権が18歳に引き下げ
られたとして，あなたは立
候補しようと思いますか？
〔例〕
・ （思う）自分たち若い世代の意見を
反映させたい。
新聞資料や動画も
活用すると良い。
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３）毎日新聞社説「18，19歳の投票率31％　主権
者教育の立て直しを」サイト参照。
　https://mainichi. jp/articles/20190728/ddm/ 
005/070/037000c（最終閲覧日：2021年９月１日）
４）文部科学省『中学校学習指導要領解説社会編』
2017年，p.148．
５）東京書籍『新しい社会公民』2021年，pp.80–81．
６）日本文教出版『中学社会公民的分野』2021年，
pp.80–81．
７）西村公孝「主権者教育の動向を踏まえた公民科
新科目「公共」の実践課題―18歳選挙権時代の
社会系教科における狭義の主権者教育の課題―」
『社会認識教育学研究』第32号，鳴門社会科教育
学会，2017年，pp.9–18．
８）同上，p.18．
９）中本和彦「自己の社会認識を反省させる中等社
会科地理教育内容開発−成熟した主権者の育成を
めざす単元「大統領選挙から見るアメリカ」を事
例として−」『社会科研究』第86号，全国社会科
教育学会2017年，pp.1–12．
10）竹内裕一・小関悠一郎・松井昴・大山輝留・若
林充文・宮本一輝・一倉綾世・青木康悦・及川洋
平「18歳選挙権時代の主権者教育―「民主的な
選挙」をめぐる社会科授業の開発―」『千葉大学
教育学部研究紀要』第67巻，2019年，pp.229–
235.
11）同上，pp.230–231．
12）同上，p.234．
13）藤原孝章・長瀬拓也「大学生と小学生の協同的
な学習による主権者意識の向上について―選挙体
験ワークショップの取り組みから―」『現代社会
フォーラム』第14号，同志社女子大学現代社会
学会，2018年，pp.1–13．
14）同上，p.10．
15）菅慶子「人間的活動としての政治に取り組む主
権者教育の授業：衆議院議員総選挙を題材とした
同時進行型実践の開発と評価を通じて」『教育科
学論集』第21巻，神戸大学大学院人間発達環境
学研究科・神戸大学発達科学部教育科学論コース，
2018年，pp.1–14．
16）同上，p.5．
17）同上，p.13．
18）下記の二つの成果である。
　・桑原敏典・工藤文三・棚橋健治・谷田部玲生・
小山茂喜・吉村功太郎・鴛原進・永田忠道・橋本
康弘・渡部竜也「小中高一貫有権者教育プログラ
ム開発の方法（１）―「選挙」をテーマとする小
学校社会科の単元の開発を通して―」『岡山大学
教師教育開発センター紀要』第５号，2015年，
pp.93–100．
　・桑原敏典「小中高一貫有権者教育プログラム開
発の方法 (2)「選挙」をテーマとする中学校社会科・
高等学校公民科の単元の開発を通して」『岡山大
学大学院教育学研究科研究集録』第162号，2016年，
pp.89−97．
19）桑原ら（2015），p.96．
20）桑原ら（2015），p.97．
21）桑原（2016），p.92．
22）桑原（2016），p.94．
23）桑原（2016），p.90．
24）小林良彰『選挙・投票行動』東京大学出版会，
2000年，p.10．
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・ 資料を提示し，被選挙権年
齢を引き下げることで効果
があるのか予想する。
・ （思わない）政治についてよく分か
らないから。
・ 18歳から24歳の中で45万人の若者
が将来的に立候補するつもりがある
と答えており，若者の立候補を増や
すのではないか。
〔展開４〕
５ ．「被選挙権
の引き下げ」
の是非につい
て話し合う。
・ 「被選挙権の引き下げ」に
賛成ですか？
　 「賛成派」，「反対派」に分
かれて意見を作ろう。
・ 「賛成派」，「反対派」の意
見を交換し，それぞれの立
場がどのような基準で代表
を選ぼうとしているのか考
える。
・ 「賛成派」
　 先進国の多くの国が18歳を被選挙権
年齢として定めている。
　 若者の立候補が増え，若者が求める
政策が実現しやすくなる。
・ 「反対派」
　 被選挙権年齢を引き下げることにつ
いては，反対している人が多い。
　 若者は社会経験が少ないため，有効
な政策を打ち出すことができないの
ではないか。
・ 賛成派は，立候補者の「多様性」や「平
等」，が代表を選ぶ上で必要だと考
えているが，反対派は「政治的教養」
や「社会経験の豊富さ」が代表を選
ぶ上では重要だと考えている。
クラゲチャートな
ど思考ツールを活
用して意見の整理
を行う。
（資料を参照）
〔終結〕
６ ．「被選挙権
の引き下げ」
について自分
の意見を書く。
・ 話し合いをふまえて，「被
選挙権」の引き下げについ
て，最終意見を書こう。
〔例〕
賛成：若者が被選挙権を得ることで若
者の政治への関心が高まるかもしれな
い。衆議院と参議院の年齢層は高いの
で，若者の意見を取り入れるべき。高
齢者にも被選挙権があるなら，若者に
被選挙権があってもいいのではないか。
反対：若い人より，30代の人などの方
が政治に詳しいと思うし，若い候補者
に投票しない人も多い。中学校，高校
でも生徒会長になれるのは２，３年生
で1年生からはなれないので，経験を
積む必要があると思う。
例については，実
際の授業での中学
生の回答の一例で
ある。
資料：「被選挙権年齢を引き下げることに賛成か，反対か」　クラゲチャートの完成例
   
